
令和８年度 品川区立荏原第五中学校いじめ防止基本方針 

令和８年４月１日 

１ 基本理念（いじめ防止に向けた学校としての基本的な考え方） 

(1) いじめは、重大な人権侵害であり、どんな理由があっても決して許されない。 

 

(2) いじめは、全ての生徒に関係する問題であり、全ての生徒が安心して学校生活を送

り、様々な活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わず、いじめがなくな

るようにする。 

 

(3) 全ての生徒がいじめを行わず、いじめを認識しながら放置することがないよう、 

いじめが許されない行為であることを十分に理解できるようにする。 

 

(4) いじめられた生徒の生命・心身を保護することが特に重要と認識し、学校・保護者・

関係機関等との連携の下、組織的にいじめの問題を克服することを目指す。 

 

２ いじめの理解 

(1) いじめの定義 

①「いじめをした者」も「いじめを受けた者」も生徒であること。 

②「いじめをした者」と「いじめを受けた者」の間に一定の人間関係があること。例え

ば、同じ学校・学級・部活動の生徒であったり、同じ塾やスポーツクラブ等に関係し

ていることも含まれる。 

③「いじめをした者」が「いじめを受けた者」に対して、心理的または物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）をしたこと。「物理的な

影響」とは、身体的な影響のほか、金品を強要されたり、隠されたり、嫌なことを無

理矢理させられたりすることなどを意味する。 

④「いじめを受けた者」が心身の苦痛を感じていること 

 

(2) いじめの内容 

具体的ないじめの態様は、以下のようなものがある。 

〇 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

〇 仲間はずれ、集団による無視をされる 

〇 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

〇 ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

〇 金品を強要される 

〇 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

〇 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

〇 パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

 

 



個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、い

じめられた生徒の立場に立つ。この際、いじめには、多様な態様があることに鑑み、法の

対象となるいじめに該当するか否かを判断するに当たり、「心身の苦痛を感じているもの」

との要件が限定して解釈されることのないよう努める。また、このことは、いじめられた

生徒の主観を確認する際に、行為の起こったときのいじめられた生徒本人や周辺の状況等

を客観的に確認することを排除するものではない。なお、例えばインターネット上で悪口

を書かれた生徒がいたが、当該生徒がそのことを知らずにいるような場合など、行為の対

象となる生徒本人が心身の苦痛を感じるに至っていないケースもいじめに該当する。なお、

「けんか」は除くが、外見的にはけんかのように見えることでも、いじめられた生徒の感

じる被害性に着目する。 

 

(3) いじめの解消 

いじめは、単に謝罪をもって安易にいじめが解消されたと判断することはできない。

いじめが「解消している」状態とは、少なくとも以下に挙げる「いじめの解消と判断する

ための２つの条件」が満たされている必要がある。ただし、２つの条件が満たされている

場合であっても、必要に応じて 、いじめを受けた生徒といじめを行った生徒等との関係

修復状況など いじめを受けた生徒の様子や心情を確実に把握し、安心して生活ができる

ようになるまで支援を継続する。 

なお、いじめが解消されたかどうかについては、学校の教職員など 個人が行うのでは

なく、「いじめの 解消と判断するための２つの条件」が満たされていることを含め、学

校いじめ対策組織である「学校いじめ対策委員会」など組織においていじめを受けた生

徒の状況等を総合的に考慮し、判断する。 

 

条件① いじめに係る行為が止んでいること 

いじめを受けた生徒に対する心理的または物理的な影響を与える行為（インターネット

を通じて行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続（およそ三ヶ月）して

いること。学校の教職員は、相当の期間が経過するまでは、いじめを受けた生徒およびい

じめを行った生徒等の様子を含め状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行為

が止んでいない場合は、あらためて相当の期間を設定して状況を注視する。 

 

条件② いじめを受けた生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、いじめを受けた生徒

が 当該いじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。いじめを受けた

生徒本人およびその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確

認する。 

 

 

 

 

 



(4) いじめ重大事態の定義 

いじめの重大事態は、いじめ防止対策推進法第 28 条 第１項において次のように定義

されている。 

○ いじめにより当該学校に在籍する生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ

た疑いがあると認めるとき（同項第１号「 生命、心身または財産 重大事態」 と

いう。 

○ いじめにより当該学校に在籍する生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき（同項第２号「不登校重大事態」 という。 

 

３ 学校及び教職員の責務 

学校および教職員は、基本理念にのっとり、保護者、地域住民および関係機関などとの

連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止および早期発見に取り組むとともに、生徒がい

じめを受けていると思われるときは、いじめの解消にむけて適切かつ迅速に対処する責務

を有する。 

 

４ いじめ防止等のための組織 

(1) 学校いじめ対策委員会 

ア 設置の目的 

いじめは、様々な形態となって表れるため、個々の教員がいじめの有無や対応を単独

で判断せずに、組織として対応することが重要である。そのため、学校いじめ防止基本

方針に基づき、いじめの防止、早期発見および事案対処に関する措置を、学校長の下で

組織的かつ実効的に行うための機関として、「学校いじめ対策委員会」を設置する。 

 

イ 役割 

〇 情報の収集・共有を目的とした定例会議の設定と、会議録の作成・保管 

〇 いじめの早期発見のための 1人 1台端末を活用した各種調査の実施と分析 

〇 いじめの防止等に関する教員研修や授業の年間計画の作成・実施 

〇 いじめが疑われる行為や、いじめの報告があった際の調査の実施 

〇 いじめの解消に向けた対応方針の協議と、事案に対応する教職員への指導・助言 

〇 いじめの定義に基づいた、いじめの認知および重大事態の認定 

〇 学校評価の実施と、「学校いじめ防止基本方針」の改訂と公開 

 

ウ 会議 

定例会を毎月の最終金曜日に開催する。ただし、毎週の学年主任による連絡会等でい

じめの発生が疑われた場合は適宜開催する。また、スクールカウンセラーは出勤日に合

わせて、情報共有するための会議を、管理職を含めて、週一回行う。 

     また、「いじめ防止対策委員会」を組織として機能させるために、本方針策定の段階

から保護者等地域の方にも参画いただき、年１回をめどにいじめ防止対策委員会が主

となり、地域・保護者、生徒の代表とともに本方針の見直しを行う。 

 



エ 委員構成 

本校は、いじめ防止対策推進法第２２条に基づき、校長、副校長、生活指導主幹、主

幹教諭、学年主任、養護教諭、スクールカウンセラーを構成員とする「いじめ防止対策

委員会」を設置する。ただし、構成員は必要に応じて学級担任、教科担任等の教職員も

参加できるよう柔軟な組織とする。 

 

５ 段階に応じた具体的な取組 

(1) 未然防止のための取組 

ア 未然防止に関する学習支援 

いじめの未然防止教育として、学校に対して「いじめ防止等に関する授業」を年間３

回以上実施する。また、そのための教員研修や調査を実施する。 

なお、いじめ防止の授業に関しては、ただ漫然と「いじめはいけない」と思うだけに

とどまらせず、いじめを深刻化させる間違った考え方（シンキングエラー）や、状態（ア

ンバランスパワー）について具体的な理解をはかるとともに、実際にいじめにあった・

見かけた時なの具体的な動き（やはた行動）などについても学べるような効果的な授業

を行う。 

 

イ いじめが起きにくい学校風土を醸成する 

市民科の授業を通して、生徒の豊かな情操や道徳心、自分の存在と他人の存在を等

しく認め、お互いの人格を尊重し合える態度など、共感的で心の通う人間関係を構築

する能力の素地を養う。 

さらに、本校の生活指導目標である「時間を守る」「場を清める」「礼を尽くす」を、

様々な機会を活用して浸透させ、安心・安全な学校風土の醸成をはかる。 

 

ウ 情報モラル教育の推進 

携帯電話やスマートフォン等の利用によるインターネットを媒介としたいじめを

防止するため、生徒や保護者に対して「ＳＮＳ家庭ルール」等の作成と活用について

の働きかけを推進する。 

 

エ アンケートの活用 

デイケン・ＮｉＣｏＬｉ等の 1人 1台端末を活用した各種調査の結果を基に、支援

や対応等が必要な生徒の早期発見や問題行動等への未然防止を組織的に図る。また、

悩みを抱えた生徒に対しては、担任が生徒の好ましい行動を評価する前向き行動支援

が増えるようにする。 

 

オ 生徒会の取組 

全ての生徒が安心でき、自己有用感や充実感を感じられるよう、生徒会が中心とな

って校内での異学年交流のほかに、小中一貫教育による学校間連携の取組を生かし、

運動会や文化祭などの行事を活用した異学年交流を実施する。 

 



カ いじめ防止推進デーの制定 

土曜授業日を「いじめ防止推進デー」と定め、生徒と教職員が「いじめ根絶バッジ」

を身に付け、いじめ防止に対する意識を高める。 

 

キ 他の学校との連携強化 

他の中学校および小学校との連携を強化し、入学および転入する生徒の状況につい

て、いじめや不登校などの実態の有無について確認し、生徒情報を確実に学校間で引

き継ぎ、いじめの未然防止に努める。 

 

(2) いじめの早期発見のための取組 

ア 相談体制の整備 

生徒およびその保護者がいじめに関する悩みや不安について相談できるよう、教職

員は日頃から生徒とのかかわりや声かけを大切にして信頼関係を構築する。 

 

イ アンケートの活用 

１人１台端末を活用した各種調査（「デイケン」（毎日）、「いじめＤアンケート」（ほ

ぼ毎月）、「ＮｉＣｏＬｉ」（年３回）、「学校風土調査」（年２回）を実施し、生徒に悩

みや不安があった場合は、生徒や保護者との相談をアンケート後に速やかに実施する。 

 

ウ スクールカウンセラー（ＳＣ）の活用 

定期的にＳＣの利用方法や相談日を周知して、相談しやすい体制を整える。また、

７年生には、入学後２ヶ月以内に、スクールカウンセラーによる全員面談を実施する。 

 

エ 全教員による校内巡回等を通じた児童・生徒の観察計画 

授業と授業の間や、給食準備、昼休み、放課後などの機会に、全教員による校内巡

回を行い、生徒の行動観察を行う。その際、生徒から直接的な心身の苦痛の訴えがな

かったとしても、生徒の人間関係および性格を考慮し、いじめが疑われる場合には介

入・指導する。 

 

オ 生徒の行動記録 

生徒の行動記録は、各学年の生徒支援部の教員がまとめ、毎週の生徒支援部会で共

有をはかり、教職員全体が情報を共有する。 

 

カ 教職員の意識の向上 

いじめの背景にあるストレス等の要因に着目し、その改善を図り、ストレスに適切

に対処できる力を育む観点が必要であるため、スクールカウンセラーによる講演会や

ワークショップを実施する。 

 

 

 



(4) 早期対応のための取組 

ア 把握した情報に基づく対応方針 

〇 発見・通報を受けた場合には、速やかに組織的に対応するため、教員単独で抱え込

まずに、いじめ対策委員会に報告する。 

〇 いじめを受けた生徒およびいじめを知らせてきた生徒の安全の確保を行うととも

に、教育医的配慮のもと、いじめを行った生徒への指導を組織的に徹底する 

〇 対応経過については、共通の様式に従って記録を作成し、「いつ・どこで・誰が・誰

に対して・何を・どうしたか」など事実や対応が時系列で明確にわかるように作成し、

全教員が確認できる方法で保管する。 

〇 いじめを受けた生徒の保護者およびいじめを行った生徒の保護者の双方に、事実関

係と学校の対応方針を丁寧に説明し、再発防止に向けた支援や指導の取組について

理解を得る。 

〇 生徒の遊びや悪ふざけなど、いじめと疑われる行為を発見した場合、その場でその

行為を止めさせる。生徒や保護者から訴えがあった場合には、真摯に傾聴する。些細

な兆候であっても、いじめの疑いがある行為には早い段階から的確に関わりをもつ。 

 

イ 被害の生徒の安全確保とケアの具体的方策 

〇 被害生徒に対し、徹底して安全と秘密を守ることを伝え、できる限り不安を除去す

るとともに、いじめられた生徒を守り通すために、事態の状況に応じて、複数の教職

員で協力しながら、被害生徒の見守りを行うなど、生徒の安全と学習環境を確保す

る。 

〇 被害生徒が登校できていない場合には、学級担任や学年の教員等による電話連絡や

家庭訪問を適宜行うとともに、別室登校等の学習支援や居場所作りについて説明し、

学習保障を速やかに行う。 

〇 心理的ストレスや不安を解消するため、ＳＣへの相談機会を設定し心のケアをおこ

なう。 

 

ウ 加害の生徒に対する指導等の具体的方策 

〇 加害生徒に対しては、「学校いじめ対策委員会」が長期的な視点からの対応方針を定

め、教職員による単発的な指導にとどまらない組織的・継続的な指導を行う。また、

ＳＣと連携し、加害生徒からも聞き取りを行うなどしていじめの背景を把握し、配慮

しながら指導の充実をはかる。 

〇 加害生徒が自身の行為をいじめと認識しておらず、被害生徒が苦痛を感じている場

合は、加害生徒に相手が苦痛を感じていることを理解させた上で、適切な相手との関

わり方について考えさせるなど、行為の内容や状況を踏まえた指導を行う。 

 

エ いじめを受けた生徒の保護者およびいじめを行った生徒の保護者への対応 

〇 いじめの対処にあたり、保護者がいじめについての共通認識をもって対処できるよ

うに、双方の保護者に「学校いじめ基本方針」趣旨を丁寧に説明する。 

〇 双方の保護者に対して、正確な事実に基づき、互いの生徒にとって最良の解決方法



を協議するなどの機会を設定する。その際、安易な加害生徒の謝罪や、当事者同士の

表面的な和解が目標ではないことを事前に十分な理解を得られるように留意する。 

 

オ 教育委員会および関係機関との連携 

〇 学校だけでは解決が難しい状況になると予測される場合、早い段階で区教育委員会

に相談し、指導主事・区教育委員会による支援チームや弁護士等に助言をもらうな

ど、組織的な対応に努める。 

〇 いじめの内容が、犯罪行為として取り扱われるべきと認められたり、被害を受けた

生徒の生命・心身または財産に重大な被害が生じたりしている場合、教育的な配慮や

被害者の意向を配慮した上で、早期に警察に相談・通報して連携した対応を取る。 

 

 

(5) 重大事態への対処 

ア 重大事態の判断 

重大事態に該当する可能性のある事案を把握した場合、速やかに「学校いじめ対策委員

会」を開催し、次に挙げる「いじめ重大事態の判断事例」を参考にしながら、重大事態の

定義に基づき、重大事態に該当するかどうかの判断を行う。 

 

◎「いじめ重大事態」の判断事例 

① いじめにより、被害を受けた生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた場合 

※ 具体例 

○ 生徒が自殺を企図した場合 

○ 身体に重大な傷害を負った場合 

〇 精神に重大な被害を被った場合 

○ 精神性の疾患（心的外傷後ストレス障害など）を発症した場合 

○ 金品等に重大な被害を被った場合 

② いじめにより、被害を受けた生徒が「相当の期間」学校を欠席することを余儀なくされ

ている疑いがあると認められる場合。また、欠席が続き、それまでいた学校には復帰が

できないと判断し、転学した場合。 

※「相当の期間」の例 

○ 年間３０日を超える欠席 

○ 上記に至らずとも、一定期間連続して欠席しているような場合 

③ いじめを受けた生徒・保護者から「重大な被害が生じた」という申立てがあり、上記の

例に類する重大な被害が生じていることが疑われる場合 

 

イ 区教育委員会への報告 

重大事態の発生が確認された、または疑いがある場合、学校は速やかに区教育委員会

に重大事態の発生を報告する。その上で数日以内に、区教育委員会に対し、学校いじめ対

策委員会における調査の経緯を報告する。 

 



ウ 被害生徒および保護者への対応 

〇 いじめを受けた生徒が二度といじめを受けることがないよう、見守り体制を構築し、

学校での安全を確保する。校長のリーダーシップの下、いじめを受けた生徒の身体へ

の被害、財産への被害、精神的な被害の完全な回復と不安の解消のために、組織的か

つ継続的な支援を行う。 

〇 学校は、いじめを受けた生徒の保護者に対して、いじめ重大事態の認定と区教育委

員会への報告および調査の実施について説明を行う。また、事実関係を明らかにする

調査の結果等の情報や、対応の結果によりどのように状況が改善されたかを定期的

に報告する。 

 

エ 加害生徒への指導および保護者への対応 

〇 複数の教職員で適切に役割を分担し、いじめを行った生徒の行為に対して、毅然と

した態度でいじめは絶対に許されないことを指導する。いじめを行った生徒が、自身

の行為の誤りや過ちや過ちを振り返り、改善が見られた場合には、どのように行動す

れば、学校の全ての生徒が安心して安心して学校生活を送ることができるようにな

るかを考えられるように促し、自己の目標を決める等の実践ができるよう指導する。 

〇 いじめを行った生徒の行為の背景を理解し、繰り返しさせないために、教職員やＳ

Ｃ が面接等を通して、いじめを行った生徒が自身の行為に対する振り返りを促す支

援を行い、感情のコントロール、適切な人間関係づくりなどの具体的な方策について

十分に指導する。 

  

〇 加害生徒に対する指導に当たっては、保護者の理解と協力が欠かせないことから、

事前に学校としての指導や対応の方針を説明し、理解を得られるようにする。その上

で、把握した情報に基づき、加害生徒への注意・指導を行い、継続しないよう保護者

にも協力してもらうための助言を行う。 

 

オ 双方の保護者への説明と、協力関係の構築 

双方の保護者の認識がことなり、関係が悪化したり争いが起こったりすることが想定

される場合には、学校は、双方が面会する機会を設定し、問題の解決に向けて双方が理解

し合えるように調整を図る。 

 

キ いじめ行為が継続した場合の対応 

〇 いじめを行った生徒に繰り返し指導したにもかかわらず、いじめの行為を続けるな

ど、 いじめを受けた生徒が安心して学習できるようにならない場合には、必要に応

じて、いじめを行った生徒を、いじめを受けた生徒が学習する教室以外の教室等で学

習させる。 

〇 継続的な指導を行っているにもかかわらず、いじめを受けた生徒や周辺の生徒の学

習が妨げられる等、状況の改善が見られない場合には、校長による訓告等の懲戒を加

える。 

 



ク 警察や児童相談所等との関係機関との連携 

いじめを行った生徒の行為が、犯罪行為として取り扱われるべきと思われるなど、重

大性が高い場合には、速やかに所轄の警察署に連絡し、連携して対処する。 

 

ケ 周辺生徒に対する指導・支援 

周囲の生徒についても、学校生活が充実したものになるように継続した指導・支援を

行う。具体的には、アンケート調査や日頃のコミュニケーションの観察などを行う。心身

の状態によっては、必要に応じてＳＣと連携しながら対応していく。 

 

６ 教職員研修計画 

(1) いじめ防止教育リーダー教員研修を受講した教員による伝達研修と、年３回の研修

を学校いじめ対策委員会が主導して実施する。 

(2) 「品川教育の日」において、いじめの予防や早期対応などの研修をおこなうととも

に、小学校の教員との情報交換をおこない、効果的な指導・支援につなげる。 

 

７ 保護者との連携および啓発の推進に関する方策 

(1) 学校便り、生徒支援便りを定期的に発行し、保護者への啓発を推進する。 

(2) 年度当初の保護者会で「学校いじめ基本方針」の内容について説明するとともに、

いじめに対する学校の姿勢を伝える。 

(3) 被害生徒やその保護者には、いじめ発生時からＳＣ等のケアを行い、状況に応じて

区教育委員会による支援チームと連携した支援を行う。学校の教職員、保護者が、い

じめについての共通認識をもって、対処できるよう関係保護者へ「学校いじめ防止基

本方針」の趣旨を丁寧に説明する。また、いじめを行った生徒等へのアセスメントを

行うなど、いじめの行為を行う背景を配慮しながら、指導の充実を図る。 

 

８ 地域および関係機関や団体等との連携推進の方策 

(1) 日頃から学校と町会等の地域組織が情報交換等による協力体制を築き、見守りや声

掛け等の取組を行うとともに、学校行事や校区教育協働委員会、地域健全育成運営協

議会等の機会を活用した連携により、地域とともにある学校づくりを推進する。 

 

(2) 健全育成を推進するため、区長部局および警察、少年センター、児童相談所、子ど

も家庭支援センター、保健センター、児童センター、民生・児童委員、保護司 等の関

係機関と様々な機会を活用して情報交換を行い、連携を強化する。 

 

９ 学校評価および基本方針改善のための計画 

(1) 学校評価では、引き続きアンケートの強化、教育相談の充実、セーフティ教室等で

いじめが起きにくいことも評価項目に加えていく。また自ら律することへの意識の項

目も強調していく。 

(2) 学校評価を学校いじめ対策委員会で確認して、不足があった項目について、基本方

針の各項目を評価し直し、より具体性のある行動を決めて改善を試みる。 



１０ その他 

(1) いじめ発見から対応までの流れ 

 

 

 

 

※ 緊急性が求められる場合には、校長の判断により一部の手順を変更することもあります。 

発見

報告

情報収集

事実確認

認知判断・
方針決定

支援・指導

経過観察・
解消判断

再発防止

・デイケンやいじめＤアンケートからの発見 

・アイシグナルからの通報 

・生徒、保護者、地域住民からの相談 

 

情報を得た教職員 

 

学級担任、学年主任、生徒支援部長 

 

聞き取り等による情報収集 

 

校長・副校長 

・ＰＴＡ 

・校区教育協働委員会 

・警察 

・関係機関 

教育委員会（毎月報告） 

学校いじめ対策委員会（法２２条） 

事案報告・共通理解 

詳細調査方針、役割分担決定 

事実の有無確認・認知判断 

指導方針・対応方針の決定 

対応チーム編成 

児童・生徒の安全確保 

いじめの即時停止 

 

いじめ解消に向けた支援と指導 

解消条件に基づく 

解消・継続の判断 

再発防止のための改善策の実施 

生徒への指導 

保護者へのこまめな連絡 

指導、助言、支援 

生徒に対する見守り・支援 

再発防止への風土づくり 



(2) いじめの認知および、重大事態の認定についての流れ 

 

 

報告・連絡・相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの定義の    ４要件に相当 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

学校いじめ対策委員会の開催 

（校長、副校長、生徒支援部長、各学年主任、養護教諭、ＳＣなど） 

いじめ防止対策推進法に基づく、いじめの認知の判断と対応の協議 

重大事態の判断 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ①～⑩いずれかに当てはまる場合 

 

 

 

     疑いあり 

疑いなし 

①～⑨に当てはまらない 

□ ① 行為をした者（Ａ）も行為の対象となった者（Ｂ）も生徒であること。 

□ ② ＡとＢの間に一定の人的関係が存在すること。 

□ ③ ＡがＢに対して心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット上のもの

も含む）をしたこと。 

□ ④ 行為の対象となったＢが心身の苦痛を感じていること。 

 
 

 

いじめの認知 

１号案件重大事態 

 

□① 自殺を企図した。 

□② 身体に重大な障害を負った。 

□④ 金品等に重大な被害を被った。 

□⑤ 精神性の疾患を発症した。 

２号案件重大事態 

□⑦ ３０日以上の欠席が続いている。 

□⑧ 一定期間の連続した欠席が続いている。 

□⑨ 学校への復帰が困難で転学の 

意向を示している。 

□⑥ 上記①～⑤の疑いがある。 

□⑩ 上記⑦～⑨の疑いがある。 

 ＊別室登校やマイスクール、フリースクー

ルで出席扱いとはなっている場合など。 

生徒および保護者から申立てがあり、 

上記の例に類する重大な被害が生じている疑いがある。 

重大事態の認定・区教育委員会への報告 

①
～
⑩
に
当
て
は
ま
ら
な
い 

生徒への早期支援および 

解消に向けての関係機関と

連携した組織的な対応 

区教育委員会に 

いじめ発生を報告 

 

ま
た
は 

 

いじめの発生および訴え 

□③ 精神に重大な被害を被った。 



(3) いじめの未然防止および早期発見のための年間計画 

月 研修・会議内容 未然防止の取組 早期発見の取組 
保護者・地域との

連携 

４ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（24日） 

いじめ対応研修①（い

じめの定義、基本方針

の理解）（8日） 

トリプルチェンジの授

業実施に向けて、準備

を進める。 

ＳＮＳの使い方 

デイケンの実施 

（23日より開始） 

いじめＤアンケートな

どの調査ツールの確

認・引継ぎ 

 

入学式（7日）、保護者

会（17日）で、保護者

に学校いじめ防止基本

方針を説明する。また、 

校区教育協働委員会に

も説明する。 

５ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（29日） 

 

トリプルチェンジ授業① 

 

いじめＤアンケート 

実施① 

セーフティ教室(7) 

 

６ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（19日） 

ふれあい月間 

いじめ対応研修② 

ＳＯＳの出し方 

ＮｉＣｏＬｉ実施① 

いじめＤアンケート 

実施② 

セーフティ教室(8) 

７ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（9日） 

学校風土Ｄ調査①  異文化理解(8) 

８月     

９ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（17日） 

所在確認 

トリプルチェンジ授業② いじめＤアンケート 

実施③ 

日本の人権課題(8) 

福祉ボランティア 

10

月 

学校いじめ対策委員会

開催（30日） 

ＮｉＣｏＬｉ実施② 

 

いじめＤアンケート 

実施④ 

 

11 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（27日） 

ＭＥＬＯＧ実施 いじめＤアンケート 

実施⑤ 

 

12 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（18日） 

ふれあい月間 

いじめ対応研修③ 

学校風土Ｄ調査②  デフスポーツ体験（7） 

ブラインドサッカー 

体験(8) 

１ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（29日） 

トリプルチェンジ授業③ 

ＮｉＣｏＬｉ実施③ 

いじめＤアンケート 

実施⑥ 

食肉市場出前授業(7) 

２ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（19日） 

年度末反省の分析 

 いじめＤアンケート 

実施⑦ 

 

３ 

月 

学校いじめ対策委員会

開催（12日） 

  がん教育(8) 

セーフティ教室(9) 

 


